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第１章 趣旨 

 
この要領は、都市計画法（以下「法」という｡）に基づく開発行為及び建築又は建設工事

の違反に係る事務に関し必要な事項を定めるものであり、より実効性が高い要領となるよ

う、関係職員、市町村職員等の意見を伺いながら、不断の見直しに努めるものとする。 

委任市において独自の取扱を定めている場合は、その取扱に従って事務を取り進めても

差し支えない。 

 

１． 違反事務に係る基本的な考え方等 

法に基づく監督処分等は、被命令者に対して私権を制限し、是正のための費用負担を

命じ、又は告発等の措置を伴うものであることに留意し、事実の確認を行う者は業務の

遂行に当たっては、現地の状況の的確な把握に努めるとともに、常に厳正な態度で執務

しなければならない。 

特に、令和 7 年度に発生した悪質性の高い無許可開発行為等の事案を踏まえ、再発防

止、同様事案の抑止に向け、あらゆる関係者に法令遵守の周知徹底を促す情報発信の強

化や違反事案の早期把握に加え、悪質な事業者に対しては、建設業法等の取消処分につ

ながる監督処分等を速やかに行うなど厳しい対応などが重要であり、関係部局、道建設

部都市計画課、振興局建設指導課（以下「振興局」という。）、市町村の連携を強化し、

法令や条例を適正に運用していくことが求められている。 

こうしたことから、道建設部都市計画課、振興局が関係部局及び市町村と連携し、より

迅速かつ実効性の高い対応が可能となるよう、本要領を改正するものであり、関係職員

は改正のポイントとなる次の事項に留意し、普段から事務を行う必要がある。 
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《令和７年 11 月 改正のポイント》 

第２章 未然防止の取組 

１．事業者、地域住民等への周知 パンフレット（多言語化）、ＨＰ、広報誌、

講習会等の活用 

２．各相談窓口での関係法令の確認

指導 

各窓口で共通のリスト等により確認 

第３章 関係部局間、市町村との連携 

１．関係部局間の連携 及び ２．道、振興局及び市町村間との連携 

 （１）平常時の連携 連絡会議等による情報共有 

 （２）申請情報等の共有 庁内各部及び振興局・市町村間で申請情報・

パトロール状況等の共有化 

 （３）違反事案対応時の連携 違反情報の共有、関係部局・市町村との合

同調査の実施 

第４章 違反事案の早期把握 

１．通報しやすい環境の整備 工事標識等の設置徹底、違反事案の相談窓

口の周知 

２．立入検査の迅速化 ドローンを活用した調査の実施、職権によ

る立入の明確化 

第５章 違反に関する措置 

１．違反対応事務の流れの明確化 悪質性を判断し、悪質な違反事案である場

合は、行政指導を経ずに監督処分を実施 

 

２． 違反事務等の記録 

違反事案については、違反処理の都度、その状況を別記第１号様式により記録すると

ともに、振興局、道建設部都市計画課、関係部局、市町村との情報共有に利用するものと

する。 
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第２章 未然防止の取組 

法の目的を達成するためには、発生した違反行為への対処に加え、違反行為を未然に防

止することが重要となる。そのため道建設部都市計画課及び振興局は、関係部局、市町村

と連携して、違反行為の未然防止のため、都市計画法や建築基準法に加え、森林法や景観

法など関係する法令や条例等の遵守や違反した場合の罰則などについて、様々な機会を通

じて、事業者や関係団体、地域住民等に対して効果的な方法により周知する。 

市町村において、独自のパンフレット等の作成を行う場合は、都市計画区域などの規制

区域を掲載するほか、独自の条例による規制内容等についても掲載するなど、市町村ごと

の規制内容を明示するよう努めるものとする。 

 

１．事業者、地域住民等への周知 

（１）パンフレット、ホームページによる周知 

     パンフレット、ホームページを活用し、事業者や住民の理解を深めるため、開

発許可制度等について周知を行う。また、関連する法令等に関する許認可等を周

知するとともに、振興局単位で市町村条例や地域の実情に応じて多言語への対応

など、内容の充実に努めるものとする。 

《参考》 

道のホームページでは、開発行為等に関する法令の手続き等を記載している。 

     ホームページアドレス 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/tki/kaihatsu-notice.html 

（２）広報誌による周知 

     新たに規制が開始されるなど、特に啓発を図る必要がある場合は、広報誌を活

用した幅広い層に対する周知に努めるものとする。 

（３）講習会等での周知 

         建設関係事業者（工事施工者、設計者等）は、法令等に関する一定の知識を有

する者であるため、自ら違反行為を行わないことはもとより、事業主へ必要な手

続きなどを伝える役割も担っているため、建設関係団体と連携し、講習会などの

機会を利用して、法令遵守と法令等に基づき必要となる手続きについて、周知す

るとともに、意識啓発に努めるものとする。 

 

２．各相談窓口での関係法令の手続きの確認指導 

本庁関係部、振興局、市町村における審査や事前相談の際、各窓口において共通のリス

ト等により関係法令の許可や届出の状況を確認し、関係法令も含め、手続漏れなどの未

然防止について、事業者等を指導するものとする。 
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第３章 関係部局間、市町村との連携 

発覚した違反行為及び違反行為の疑い（以下「違反行為等」という。）への対応は、道建

設部都市計画課、振興局は、関係部局と連携を図りながら進め、他の法律や条例に基づく

許認可又は不利益処分等に遺漏のないよう適切な行政対応を行う。 

また、違反行為等の対応に当たっては、市町村の役割も重要である。日常的な取組では、

基礎自治体である市町村は地元の実情に精通していることから、違反行為等の発見・監視

が期待される。発見後においても、情報共有を図りつつ緊密な連携が重要となる。 

    

１．関係部局間の連携 

開発行為等に関する法令は、本法のみならず、建築基準法、農地法、森林法、景観条例

等があり、横断的、縦断的に綿密な連携が不可欠であり、次のとおり関係部局間の連携を

図るものとする。 

（１）平常時の連携 

     道建設部都市計画課、振興局は、関係部局との間で、連絡表及び各種連絡会議

等を活用し、関係法令等に関する情報共有を図るとともに、法違反への連携した

対応方法等を確認するものとする。 

  （２）申請情報等の共有 

     道建設部都市計画課、振興局は、関係部局との間で、違反行為等の早期発見や

連携した対応を行うため、許可・届出の情報、パトロールの結果等を情報共有す

るものとする。 

  （３）違反事案対応時の連携 

     違反行為が覚知された場合は、違反情報について、建設部都市計画課、振興局

は、道関係部局との間で、情報共有するとともに、立入検査及び報告徴取を実施

する場合は、振興局及び道関係部局が合同で実施することを検討する。 

また、行政指導を行う場合は、事前に関係部局へ情報提供するものとし、監督処

分等の実施にあたっては、事前に処分内容や時期を情報提供するものとする。 

 

２．市町村との連携 

道建設部都市計画課、振興局は、市町村と連携することは重要であり、違反事案等の早

期発見や違反行為等発見後の現状把握等を迅速に実施するため、機動的な対応が可能で

ある市町村の積極的な関与が重要である。 

また、違反行為等の対応状況は道建設部都市計画課、振興局及び市町村で共有し、市町

村による行為者等の発見や工事の施行状況の確認などについて、協力いただくことも重

要である。 

（１）平常時の連携 

道建設部都市計画課、振興局は、市町村と連携するため、連絡表及び連絡会議

等を活用し、違反行為等に関する情報共有を図るとともに、法違反への連携した
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対応方法等を確認するものとする。 

なお、市町村とは、住民からの通報を受けた場合や違反の疑いのある開発行為

等を発見した場合は、相互に情報共有を行えるよう連携を図り、早期発見に努め

るものとする。 

  （２）申請情報等の共有 

     道建設部都市計画課、振興局は市町村と連携し、違反行為等の早期発見や連携

した対応を行うため、許可・届出の情報を共有するほか、監視・発見のためのパ

トロールについて連携して実施するよう努めるものとする。 

  （３）違反事案対応時の連携 

     違反行為が覚知された場合は、違反情報について、道建設部都市計画課、振興

局は市町村と連携し、行為者等の発見や工事の施行状況の確認などを行うものと

する。 

     また、道建設部都市計画課、振興局は、立入検査及び報告徴取を市町村と合同

で実施するよう努め、行政指導や監督処分等を行った場合は、その情報を市町村

へ情報提供するものとする。 
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第４章 違反事案の早期把握 

１．通報しやすい環境の整備 

違反行為等は、地域住民からの通報を端緒として発見されることが多く、通報情報を

活用することは早期発見に有効である。このため、地域住民等が違法性・危険性の疑いの

ある開発行為等を認識しやすい環境を整備することや、通報しやすい環境を整備するこ

とが重要である。 

道の都市計画法施行細則では、開発行為の許可を受けた者は、開発区域内の見やすい

場所に許可されている旨を表示した標識を掲示することを規定しており、標識設置を普

段から指導・啓発することにより、地域住民等が違反行為等を認識しやすい環境の整備

に努めることとする。 

また、地域住民等が通報しやすい環境整備については、パンフレット等による啓発物

による周知のほか、北海道のホームページ上に担当部局や連絡先、関係法令を掲載する

こと等により地域住民の相談先の明確化を図る。 

通報により情報を得るに当たっては、情報受付簿等を活用し、記録をしつつ、通報を受

けた後の現地確認で可能な限り必要な情報をもれなく把握するよう努めることが重要で

ある。 

なお、通報情報には通報者が特定される情報も含むため、その情報が漏洩することの

無いよう通報者の保護に配慮する必要がある。 

（１）工事標識の設置の徹底 

開発行為等に関する許可を受けた旨を掲載した工事標識は、地域住民や市町村職員

などが違法性のある工事を把握することに有効であるため、工事現場における標識の

設置を普段から指導、啓発することで、違法行為の未然防止と早期に発見しやすい環

境整備に努めるものとする。 

 （２）違反事案の通報窓口の周知 

    道では、違法開発や違法建築の通報窓口である『安心まちづくりホットライン』

を設置しており、また、公益通報者保護法等に基づき、道が処分や勧告等の権限を

有する事案に関する通報の受付窓口を道政相談センターとしており、違反行為等の

情報を速やかに把握するため、これらの通報窓口等を周知するものとする。 

 

・安心まちづくりホットライン 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksd/anzensuisin/226255.html 
・道政相談センター ホームページアドレス 

https://www2.pref.hokkaido.lg.jp/ss/dsc/soudan/ 
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２．立入検査の迅速化 

違反行為が発覚したものに限らず、パトロール、通報、投書等により、違反行為の疑い

が生じた時点で、振興局、地元市町村は連携の上、速やかに立入検査を実施し、事案の早

期把握に努めることとする。 

（１） 現地の周辺及び敷地内の状況等 

周辺の状況から、開発行為及び建築行為等の位置を把握する。また、開発行為及

び建築物について、施工状況、形態、規模及び構造など所要の調査を行う。 

（２）建築物及び敷地内状況等の撮影 

敷地と建物、隣接地と建物の状況等を含め開発行為及び建築行為の状況を撮影す

る。 

また、撮影にあたっては、地上からの撮影だけでなく上空からの撮影により確認

することを検討する。 

（３）ドローンによる調査 

ドローンを用いて特定のエリアを空からパトロールする方法も有効であるため、

可能な限り積極的な活用に努める。例えば、山間部においては樹木等により発見し

にくい箇所についても容易に確認が可能である。なお、ドローン調査を行う場合に

は、トラブル防止の観点から、あらかじめ飛行ルート下の土地所有者等に対して通

知を行うことが望ましい。（注：公道等での飛行であれば飛行ルート下の土地所有

者等の同意は不要であり、民有地を飛行する場合においても、常に土地所有者等の

同意を得る必要がある訳ではない。） 

ドローンによる調査を行う場合には、必要となる航空法の手続を行い、迷惑防止

条例に配慮のうえ行う必要がある。航空法の手続きについては、以下に示す許可を

受ける必要がある空域で飛行させる場合、承認が必要な飛行方法に該当する場合は、

オンラインサービス「ドローン情報基盤システム（DIPS2.0）」等を使用して、飛行

させる 10 開庁日前（土日祝日等を除く。）までに、地方航空局（東京又は大阪）

又は空港事務所（東京又は関西）に申請する必要がある。 

・許可を受ける必要がある空域：地表又は水面から 150ｍ以上の高さの空域、空

港周辺の空域、緊急用務空域、人口集中地区の上空 

・承認が必要となる飛行方法 ：夜間での飛行、目視外での飛行、人又は物件と距

離を確保できない飛行、催し場所上空での飛行、危険物の輸送、物件の投下 

詳細は、国土交通省航空局：「無人航空機（ドローン、ラジコン機等）の安全な

飛行のためのガイドライン」, 令和 5 年 1 月 26 日を参照されたい。 

（４）現地における折衝 

違反行為の事実を確認するために立入検査を行う場合は、土地及び建物の所有者

又は占有者等の承諾を得て行うこととする。 

ただし、承諾を得られない場合は、立入検査を拒んだうえで違反が見つかった際
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は、ただちに監督処分を行うことになることを説明し、検査について協力を要請す

るものとする。 

ア 現地に建築主（開発行為者）がいる場合 

   法に基づく立入検査である旨を告げ、別記第２号様式に基づき、建築主、建築

物等の用途、開発行為及び建築行為等の場所の地番、施工業者、施工時期など関

係事項について事情を聴取する。 

イ 現地に建築主以外の対応者がいる場合 

   現地に建築主以外の対応者がいる場合には、法に基づく立入検査である旨を告

げ、建築主、建築主への連絡先、建築物等の用途、施工時期など関係事項につい

て事情を聴取する。 

ウ 現地に対応者がいない場合 

建築主等からの連絡を待つため、建築物のわかりやすい場所に連絡票（別記第

３号様式）を貼ることとする。 

（５）身分証明書の携帯 

     立入検査を行う場合は、身分証明書（都市計画法第 82 条第 2 項）を携帯する。 

 

３．報告の徴取 

道建設部都市計画課、振興局は、違反行為等が発覚した場合、次の事項について別記第

１号様式に基づき違反者及び違反の疑いがある者から報告を求め、徴取した内容を正確

に記録する。 

また、一定の報告徴取が終了した段階では、法に違反する行為であることを認識させ

る。 

（１）徴取事項・様式 

別記第１号様式により行う。 

（２）報告徴取のための来庁指示 

違反に関する報告徴取は、違反者本人と面談によることを原則として、立入検査

時に本人と面談できなかった場合等については、違反者に対し電話連絡、別記第３

号様式により報告徴取のための来庁を求めることとする。 

来庁期日は、合理的な範囲で現地対応日から近接した日時を設定するものとする。 
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第５章 違反に関する措置 

1．違反対応事務の流れの明確化 

（１）違反対応に関する基本事項 

ア 行政指導 

立入検査及び報告の徴取などの現状把握により違反行為を確認した場合、軽微な 

場合は行政指導として「指導」を行うが、軽微でない場合は、「是正勧告」や「工事

停止勧告」などの行政指導を行うことを基本とする。 

勧告に対し、正当な理由なく相手方が従わない場合は、ただちに監督処分に移行 

するものとする。 

イ 監督処分（悪質性が高いもの） 

法第８１条第１項に規定する監督処分のうち、法令等に違反したもので、虚偽 

の報告や他法令違反が判明するなど悪質性があると判断したものについては、「悪質 

性が高いもの」として、厳正な措置を実施する必要があるため、指導や勧告などの 

行政指導を経ずに、ただちに監督処分に移行するものとする。 

ウ 監督処分（処分基準によるもの） 

法第８１条第１項に規定する監督処分のうち、法令等に違反したもので、処分基 

準に該当するものに対して監督処分を行う。 

（２）行政指導 

ア 基本的な考え方 

立入検査及び報告の徴取などの現状把握により違反行為を確認した場合、違反者

に対し、以下の区分により状況に応じた適正な行政指導を行う。行政指導は、比較

的手続の負担が軽く、迅速かつ柔軟な対応が可能となるため、相手方が行政指導に

従う場合には、行政指導による対応が効果的な場合もあるが、相手方が指導に応じ

ない場合には、監督処分を行うことを行政指導の際に示唆することも有効である。 

ただし、行政指導はあくまでも事実行為であり、相手方の任意の協力を求めるも

のでしかないため、相手方がこれに従わない場合でもただちに監督処分や罰則が適

用されることはないが、行政指導を継続することにより、法的効果を有する監督処

分を行わなかった結果として、違反行為が継続するといった事態は、一般概念とし

て避けるべきである。このため、相手方が行政指導に応じない場合等においては、

躊躇することなく監督処分を行うことで厳正に対処する必要があり、いたずらに行

政指導を繰り返さないようにするため、行政指導から監督処分へ移行する際の手続

について、以下のとおりルールを定める。 

  イ 行政指導のルール 

いたずらに行政指導を繰り返さないようにするため、行政指導から監督処分へ移

行するルールとして、行政指導は最大で３回までとし、正当な理由なく従わない場

合は、速やかに監督処分の手続きに移行する。 
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（ア） 指導 

       道建設部都市計画課、振興局は、立入検査及び報告の徴取などの現状把握の結

果、違反行為の内容が軽微である場合、又は違反者に是正意思がある場合は、文

書による指導を行う。 

       なお、正当な理由なく指導に従わない場合は勧告に移行することとする。 

（行為の内容が軽微である事例） 

・是正する意思が示されたもの 

・開発許可を受けた内容について、排水が溢れているなど、適切に管理が行 

われていないもののうち、是正が容易なもの 

・開発許可を受けた内容について、軽微な変更が行われたもの 

・そのほか、状況等を踏まえ、軽微と判断できるもの 

（イ） 勧告 

        道建設部都市計画課、振興局は、立入検査及び報告の徴取などの現状把握の結

果、違反行為の内容が指導に留まらない場合や違反者に是正意思がない場合、も

しくは違反者が指導に従わない場合は、違反事実を認識させ、文書により勧告を

行う（別記第４号様式）とともに、違反者に対し、是正措置の履行の確保のため

に是正計画書を速やかに提出することを求める。 

        なお、違反行為等を覚知した時点で災害発生の危険など緊急性が高い場合には、

口頭による勧告とし、後日、文書により行うことができる。 

ａ 勧告の内容 

       それぞれの違反の内容等に従い、違反是正のため必要な措置を勧告するこ

ととする。 

    ・ 手続き違反・・・・・・・・・工事停止及び違反是正のために必要な措置 

                   の勧告          

・ 開発行為許可基準違反・・・・原状回復勧告       

     ・ 新築及び大幅な改築違反・・・除却勧告         

     ・ 用途変更違反・・・・・・・・用途是正、使用停止勧告  

     ・ 違反行為中の場合・・・・・・工事停止勧告       

ｂ 勧告の期限 

   ・ 原状回復勧告、除却勧告、用途是正勧告 

    勧告の期限は、是正に要する必要最低限の期間とし、勧告書に記載する。 

      また、悪質性の高い違反行為である場合、又は違反行為により災害発生の

危険度が高い場合、もしくは周辺環境を著しく害するおそれがある場合は、

勧告によらずただちに監督処分の措置をとる。 

      なお、災害発生等のやむを得ない合理的理由により、当初示した勧告の期

限までに是正が困難な場合は、是正までの工程を明示した是正計画書の速
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やかな提出を求め、審査した上で、必要な期間を延長することを可能とする。 

     ・ 工事停止勧告、使用停止勧告 

       直ちに停止を求める。 

ｃ 勧告の時期 

      報告の徴取後、指導に留まらない違反行為の内容、又は是正意思がみられ

ない、若しくは指導に従わないと判断した時点で速やかに行う。 

（３）聴聞及び弁明の機会の付与 

監督処分を行う場合は、行政手続法第１３条第１項に規定する聴聞又は弁明の機

会の付与を行わなければならない。 

ただし、行政手続法第１３条第２項第１号の規定により、公益上、緊急に監督処

分をする必要があると判断されたときは、これを省略することができる。 

なお、聴聞の具体的な手続きについては、「北海道聴聞規則（平成６年９月３０

日規則第１０１号）」に従う。 

ア 聴聞を行う必要がある不利益処分 

 （ア） 許認可等を取り消す不利益処分 

   → 法第２９条第１項、第２項の規定に基づく開発許可、法第４３条第１項の

規定に基づく建築許可等を取り消す処分 

 （イ） 名あて人の資格又は地位を直接にはく奪する不利益処分 

 （ウ） 名あて人が法人である場合におけるその役員の解任を命ずる不利益処分、 

名あて人の業務に従事する者の解任を命ずる不利益処分又は名あて人の会 

員である者の除名を命ずる不利益処分 

（エ） 上記に掲げる場合以外の場合であって行政庁が相当と認めるとき 

  → 弁明の機会の付与で足りる場合であっても、事案の事実関係が複雑で行政 

庁側とのやり取りの機会を保障して事実評価を行うことが望ましいと判断さ

れる場合や処分の相手方に与える影響が大きなものとなる特別の事情があ

り、手厚い手続保障を確保する必要があると判断される場合等 

イ 弁明の機会の付与を行う必要がある不利益処分 

 ・聴聞を行う必要がある不利益処分以外の不利益処分 

  → 違反開発地の原状回復命令、違反建築物の除却命令、用途是正命令、工事停

止命令、使用停止命令等 

（４）監督処分 

ア 監督処分 

道建設部都市計画課、振興局は、次の各号に掲げる者に対して、都市計画上

必要な限度において、違反是正のための措置をとる。 

（ア） この法律若しくはこの法律に基づく命令（政令、省令、条例、細則等） 

の規定に違反した者 
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（イ） 法令等の規定に基づく処分に違反した者 

（ウ） 法令等の規定に違反した工事の注文主、工事施行者 

（エ） この法律の規定による許可、認可又は承認に付した条件に違反した者 

（オ） 詐欺その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可、承認

又は確認を受けた者 

（カ） 当該違反の事実を知って、当該違反に係る土地若しくは賃貸借その他に

より当該違反に係る土地若しくは工作物等を使用する権利を取得した者 

イ 監督処分（悪質性が高いもの） 

法第８１条第１項に規定する監督処分のうち、法令等に違反したもので、 

虚偽の報告や他法令違反が判明するなど悪質性があると判断したものについ 

ては、「悪質性が高いもの」として、厳正な措置を実施する必要があるため、 

指導や勧告などの行政指導を経ずに、ただちに監督処分に移行するものとする。 

     （悪質性が高いもの） 

・虚偽の内容により、開発許可を受けたもの 

・現状把握時に、虚偽の報告を行ったもの、又は応じないもの 

・開発許可以外にも重大な法令違反があるもの 

・開発許可に関連して、これまで監督処分を受けているもの 

・擁壁設置や盛土等の崩落等による安全性への影響が懸念されるもの 

・周辺環境への影響が大きいもの 

・そのほか、状況等を踏まえ、悪質であると判断したもの 

ウ 監督処分（処分基準によるもの） 

法第８１条第１項に規定する監督処分のうち、法令等に違反したもので、 

処分基準に該当するものに対して監督処分を行う。 

     （処分基準） 

（ア）当該建築物が、隣地周辺住民の生活環境に悪影響を与えているもの 

・災害発生の危険性が高いもの、公共施設等への機能阻害のおそれがあるなど 

（イ）無秩序な市街化を招くおそれがあるもの 

・周辺の同様の違反があるもの、周辺の市街化を促進するおそれがあるなど 

（ウ）悪質累犯者が行ったものであること 

・違反の前歴があるもの、他法令違反があるものなど 

（エ）建築物の建築及び特定工作物の建設規模が過大のもの 

・周辺環境を害するおそれのあるもの、建築物等の規模の影響があるものなど  

（オ）その他、監督処分に該当すると判断したもの 

・指導に対して非対応・不誠実、聴聞等に応じないものなど 

なお、振興局長が監督処分を行う際には、必ず建設部都市計画課と協議する 

こと。 
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エ 監督処分の内容 

     命じようとする処分の内容は、違反是正の必要度に応じて次の中から適切

なものを選ぶこと。 

（ア）許可、認可、承認・・・取消、変更、効力停止、条件変更等  

別記第５号様式 

（イ）工事その他の行為・・・停止             別記第６号様式 

（ウ）建築物その他工作物・・・（相当の期限を定めて）改築、移転、除却  

別記第５号様式 

（エ）その他違反是正のため必要な措置・・・使用禁止等   別記第７号様式 

オ 命令書の内容 

（ア） 措置をとるべき建築物の所在地 

     命令書には建築物の位置、内容を示した図面を添付することが望ましい。

また、住所の表示等に細心の注意を払うこと。 

     なお、裁判で是正措置命令の特定（違反対象物件の特定）が足りないとい

う理由で違法と判断されたケースも幾つかあるので注意すること。 

（イ） 措置を必要とする理由 

     できるだけ詳しく記載すること。 

（ウ） 交付方法 

      違反者に直接交付し、違反者から「監督処分の命令書」の受領書を受け

取ることが望ましい。あわせて命令書を交付する際は、写真等を撮影する

ことが望ましい。 

      なお、上記の交付方法が困難な場合は、郵便局の配達証明により交付を 

行う。 

カ 監督処分の公示 

（ア） 監督処分の公示方法 

     道建設部都市計画課、振興局は、別記第８号様式により北海道公報や北海

道ホームページへ掲載する。（北海道公報の目次は「都市計画法による命令

の公示」。） 

     標識は、違反物件の敷地内又は公道等から最も見えやすい場所に是正を命

じた旨を公示する標識（別記第９号様式）を設置する。 

（イ） 標識の損壊、標識の設置の妨害について 

   ・ 公文書毀棄罪について 

     標識が損壊されたが、誰が行ったか特定できない場合は、違反者が標識

を損壊したことの証明を、道建設部都市計画課、振興局が行わなければな

らないため、道建設部都市計画課、振興局は警察に被害届を出すものとす

る。  
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標識は改めて設置しなければならない。 

   ・ 公務執行妨害罪について 

標識を設置する際に、違反者に妨害され、標識を設置できなかった場

合は、妨害された職員の口頭説明だけで、警察に告発することは可能であ

り、記録として写真撮影やテープレコーダーにより音声を録音しておく

ことが望ましい。 

キ 監督処分後の措置 

      監督処分の命令期間内に、除却等が行われない場合、事情聴取のうえ必要に

応じ、別記第１０号様式により命令の履行催告を行うものとする。 

      また、監督処分以降の告発、代執行の処分を行わない場合においても、監督

処分の命令を行ったままにせず、命令の履行催告を行った後、３ヶ月又は６ヶ

月おきに命令の履行催告を行うこと。 

（５）告発 

ア 告発の姿勢 

監督処分に従わず、違反を放置することが公益上著しく他に害を及ぼす

と認められる場合は、速やかに告発の検討を開始しなければならない。  

また、監督処分を行った段階で、警察に情報共有し、その後の対応につ

いて相談する。 

イ 法人処罰の考え方 

法人が相当の注意及び監督が尽くされたとはいえない場合には、違反者

本人のほか、事業主についても、併せて告発を行うことで法人の責任を適

切に問うことが重要である。 

ウ 告発と行政処分の位置付け 

監督処分や改善命令などの行政処分は、要件を充足する場合には躊躇す

ることなく発令すべきであり、告発や刑事処罰を理由としてこれらの行政

処分を留保したり、控えたりしてはならない。 

違反行為について検察官に送致（付）され、又は公訴が提起された場合

には、違反者が情状の酌量を求めるために行政処分に従うことも考えられ

る。そのため、告発後の履行の可能性も考慮し、命令書の交付は、速やか

にかつ効果的にその履行が期待できる時期に実施することが望ましい。 

エ 事務手続き 

処分庁（道建設部都市計画課、振興局）が警察に告発を行い、警察が検察庁に

違反者を送検し、検察庁が裁判所に起訴し、判決が行われる。 

オ 都市計画法の罰則 

法第９１条 第８１条第１項の規定による（中略）都道府県知事の命令に違反

した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
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法第９２条 次の各号の一に該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 

   （中略） 

     三 第２９条又は第３５条の２第１項の規定に違反して、開発行為をした者 

     四 第３７条又は第４２条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は

特定工作物を建設した者 

五 第４１条第２項の規定に違反して、建築物を建築した者 

     六 第４２条第１項又は第４３条第１項の規定に違反して、建築物の用途を

変更した者 

      七 第４３条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は第１種特定工

作物を建設した者 

カ 時効 

「５年未満の拘禁刑」又は「罰金」については、３年で時効（犯罪行為が終了 

してから起訴されるまでの期間）となる。 

よって、法に違反して建築された建築物を４年後に確認した場合で、行政処

分による建築物の除却命令の義務が履行されないとき、告発は、命令違反のみ

を訴追することになる（違反建築行為は訴追できない）。 

（６）代執行 

ア 代執行 

     行政上の強制執行の一種。他人が代わってすることのできる義務が行われない

場合に、行政庁が義務者に代わって自ら義務者のしなければならない行為をし又

は第三者にこれをさせて、その費用を義務者から徴収する手続きをいう。 

イ 代執行の要件 

（ア） 法令により直接に命ぜられた義務、又は法律に基き行政庁により命ぜられ

た義務があること。 

（イ） 他人が代ってなすことのできる行為（代替的作為義務）であること。 

（ウ） 他の手段によってその履行を確保することが困難であること。 

（エ） 不履行を放置することが著しく公益に反すると認められること。 

（オ） 行政庁、又は行政庁が命じたものが施行主体であること。 
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第６章 違反是正処理フロー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

違反（疑い）行為の覚知 

現状把握 
 
 

 
 

 

行政指導 指導 

監督処分 

告発 是正 
（経過観察） 

関係部局情報共有 

行政代執行 

関係部局も連携 
違反対応等 

是正計画書 
の提出 

高 
い 

報告の徴取 

立入検査 連携して 
現地調査など 

従わ 
ない 

従 
う 

従う 

連携 

処分等 

必要に 
応じ 

悪質性の判断 

聴聞及び弁明の機会 

従わない 

処分基準 

勧告 

高くない 


